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1) 1) 認証評価について認証評価について))
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認証評価とは認証評価とは認証評価とは認証評価とは
学校教育法第109条： 大学は、その教育研究水準の向上に資す

るため 文部科学大臣の定めるところにより 当該大学の教育及るため、文部科学大臣の定めるところにより、当該大学の教育及

び研究、組織及び運営並びに施設設備（次項において「教育研究

等」という ）の状況について自ら点検及び評価を行い その結果等」という。）の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果

を公表するものとする。

２ 大学は 前項の措置に加え 当該大学の教育研究等の総合的２ 大学は、前項の措置に加え、当該大学の教育研究等の総合的

な状況について、政令で定める期間毎に、文部科学大臣の認証

を受けた者（以下「認証評価機関」という ）による評価（以下「認を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評価（以下「認

証評価」という。）を受けるものとする。．．．．
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大学評価 学位授与機構大学評価・学位授与機構

2005年より第１サイクルの評価開始

今年は第２サイクルの１年目今年は第２サイクルの１年目

14 9 4 
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新基準新基準新基準新基準
『『大学機関別認証評価：大学評価基準大学機関別認証評価：大学評価基準』』

（第２サイクル） （第１サイクル）

基準1：大学の目的 基準1:大学の目的

基準2：教育研究組織 基準2:教育研究組織

基準3：教員及び教育支援者 基準3:教員及び教育支援者

基準4：学生の受入 基準4:学生の受入

基準5：教育内容及び方法 基準5:教育内容及び方法基準5：教育内容及び方法 基準5:教育内容及び方法

○学士課程 ○学士課程

○大学院課程（専門職学 ○大学院課程○大学院課程（専門職学 ○大学院課程

位課程を含む。） ○専門職学位課程
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新基準（続）新基準（続）新基準（続）新基準（続）
『『大学機関別認証評価：大学評価基準大学機関別認証評価：大学評価基準』』

（第２サイクル） （第１サイクル）

基準6:学習成果 基準6:教育の成果基準6:学習成果 基準6:教育の成果

基準7:施設・設備及び学生支援 基準7:学生支援等

基準8:施設・設備基準8:施設 設備

基準8:教育の内部質保証システム 基準9:教育の質の向上及び

改善のためのシステム改善のためのシステム

基準9:財務基盤及び管理運営 基準10:財務

基準10:教育情報等の公表 基準11:管理運営
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第 サイク 改善点第 サイク 改善点第２サイクルでの改善点第２サイクルでの改善点

● 第１サイクル検証結果、中教審答申及
び報告書 評価の国際的動向を考慮び報告書、評価の国際的動向を考慮

● 基準等を 部改訂し下記事項を重視● 基準等を一部改訂し下記事項を重視
－ 学習成果

内部質保証シ ム－ 内部質保証システム

－ 大学における情報の公表
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第２サイクルでの改善点（続）第２サイクルでの改善点（続）第２サイクルでの改善点（続）第２サイクルでの改善点（続）

●評価の効率化（負担の軽減）
―基準、観点等の整理・統合／削除・修正

観点 116（平成17） 99（平成23） 81（新）・観点： 116（平成17）→ 99（平成23）→ 81（新）
・変えずにすむところは変えない！（１サイクル目の分析法
が利用可／必要なデータ・資料）

その他―その他
・字数制限の緩和（基準から全体へ）
・「基準の概要」を削除
・各観点と関係法令の明確化／法令チェックシートを追加

・「●（クロマル）留意点」を追加（この観点では分析しな
い！）

●（第１サイクル目の）認証評価／設置認可と
の連続性の確保に配慮の連続性の確保に配慮
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＜基準６＜基準６ 学習成果＞学習成果＞＜基準６＜基準６ 学習成果＞学習成果＞
『『大学機関別認証評価：大学評価基準大学機関別認証評価：大学評価基準』』：：pp.13pp.13--1414

● 「教員の視点にたった教育（教員が何を教える
か)」から「学生の視点にたった教育（学生がどのか)」から 学生の視点にたった教育（学生がどの
ような能力を身に付けるか（付けたか）） 」への視
点の転換から、基準の名称を変更。

● ただし、「基本的な観点」及び、分析に用いる
「データ・資料」については、第１サイクルのそれ
らと基本的に同じ。

＜ 『自己評価実施要項』 p.41～p.42、『Q&A』：Q47～Q49
参照＞
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観点観点66--11--①① 卒業（修了）状況等卒業（修了）状況等

○ 提出必須デ タ（新規）○ 提出必須データ（新規）：

学部・研究科ごとの

・ “標準修業年限内卒業（修了）率”

・ “「標準修業年限×1 5」年内卒業（修了）率”・ 「標準修業年限×1.5」年内卒業（修了）率

（過去5年分程度）

（詳しくは、『自己評価実施要項』p.41参照）
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観点観点66 11 ②② 学生の意見聴取学生の意見聴取観点観点66--11--②② 学生の意見聴取学生の意見聴取

● 旧観点６－１－③ 「授業評価等、学生の意見聴取の
結果から判断して 教育の成果や効果が上がっている結果から判断して、教育の成果や効果が上がっている
か。」

新観点６－１－② 「学習の達成度や満足度に関する
学生からの意見聴取の結果等から判断して、学習成果
が上が ているか 」が上がっているか。」
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観点観点66 22 ①① 就職 進学状況就職 進学状況観点観点66--22--①① 就職・進学状況就職・進学状況

○ 提出必須データ（新規）：提 須 （新規）

学部・研究科ごとの

“進学率”・ 進学率

・ “就職率（就職者数／卒業（修了）者数）”

・ “就職希望者就職率

（就職者数／就職希望者数）”（就職者数／就職希望者数）

（過去5年分程度）
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基準基準 ②② 卒業（修了）生 就職先 意見卒業（修了）生 就職先 意見基準基準66--22--②② 卒業（修了）生、就職先の意見卒業（修了）生、就職先の意見

○ 大学が現在把握している根拠資料・データの中
から 間接的又は部分的であ ても 状況が客観から、間接的又は部分的であっても、状況が客観

的に裏付けられるものを示しつつ分析。

－ 興味深い“卒業（修了）生・企業等の意見聴取”の例

・電気通信大学（H21／基準9）

・北海道大学（H21／基準6）

・静岡文化芸術大学（H22／基準6）
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＜基準６ 学習成果＞ に関連する

＜基準５ 教育内容及び方法＞

の重要項目
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観点観点 ③③ 成績評価 厳格性成績評価 厳格性観点観点55--33--③③ 成績評価の厳格性成績評価の厳格性

○ 旧観点5-3-② 「成績評価等の正確さを担保するための措置
が講じられているか」

新観点5-3-③ 「成績評価等の客観性、厳格性を担保するた
めの組織的な措置が講じられているか。」

○ 「安易に単位を与えていないでしょうね」という趣旨です！！
― 現行の大学制度では、個々の授業の成績評価を積み上げ

て 卒業 認定 厳格な成績評価は大学教育の質保証の原点て、卒業 認定。厳格な成績評価は大学教育の質保証の原点。

【関係法令等】 ***** 大学設置基準第25条の２（平成20年度施行） *****

大学 学修 成果 係る評価 び卒業 認定 当た 客観性 び厳格性を2 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を

確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたが

つて適切に行うものとする。
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観点観点55--22--②② 単位の実質化単位の実質化観点観点55 22 ②② 単位の実質化単位の実質化

○ 学生の主体的な学習を促し 必要な学習時間を確保するような取組○ 学生の主体的な学習を促し、必要な学習時間を確保するような取組
がなされているかを分析。

“学 時 実質的な増加 確保” 『 難な時 生← “学習時間の実質的な増加・確保”（ 『予測困難な時代において生
涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ』中央教育審議会大

学分科会大学教育部会審議まとめ､平成24年3月26日）

【関係法令等】

**** 大学設置基準第21条第2項（単位） *****
◦ 「1単位45時間の学修を標準／講義： 15時間を１単位」◦ 「1単位45時間の学修を標準／講義： 15時間を１単位」

**** 大学設置基準第22条（一年間の授業期間） *****
◦ 「１年間の授業期間： 35週を原則」

**** 大学設置基準第23条（各授業科目の授業期間） ********* 大学設置基準第23条（各授業科目の授業期間） *****

- 「各授業は、10週又は15週」

**** 大学設置基準第27条の2（履修科目の登録の上限） *****
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参考：参考： 学期中の活動内容の国際比較学期中の活動内容の国際比較参考：参考： 学期中の活動内容の国際比較学期中の活動内容の国際比較

（中央教育審議会「学士課程の構築に向けて （答申）資料 1 より ）
18

（中央教育審議会「学士課程の構築に向けて」（答申）資料2-13より＊）
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参考参考 あた 何時 学習あた 何時 学習参考：参考：11日あたり何時間学習？日あたり何時間学習？

・4年生大学では、卒業までに124単位年 学 、卒業 単位

・124単位÷8学期＝15.5単位／学期（２学期制）

・15 5単位×45時間＝697 5時間／学期・15.5単位×45時間＝697.5時間／学期

・697.5時間／17.5週＝39.8時間／週

時間 時・39.8時間／5日＝8.0時間／日

（＊： 5.8時間弱／日； **： 4.6時間／日）
** 東京大学 大学経営政策研究センター『全国大学生調査』2007年
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③③観点観点55--22--③③ シラバスシラバス

○ シ バ が適切に作成され るかに 分析○ シラバスが適切に作成されているかについて分析。

－ 授業名、担当教員名、講義目的、各回ごとの授業内容、成
績評価方法 成績評価基準 準備学習等についての具体的な指績評価方法、成績評価基準、準備学習等についての具体的な指
示、教科書・参考文献、履修条件等。

○ 学生の活用（科目選択、準備学習に利用）状況を分析

【関係法令】

***** 大学設置基準第25条の２（平成20年度施行） *****大学設置基準第25条の２（平成20年度施行）

大学は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに一年間の授業の計画

をあらかじめ明示するものとする。

***** 大学設置基準第25条の２（平成20年度施行） ********** 大学設置基準第25条の２（平成20年度施行） *****      

2 大学は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及

び厳格性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するととも

に、当該基準にしたがって適切に行うものとする。
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＜基準８＜基準８ 教育の内部質保証システム＞教育の内部質保証システム＞＜基準８＜基準８ 教育の内部質保証システム＞教育の内部質保証システム＞
『『大学機関別認証評価：大学評価基準大学機関別認証評価：大学評価基準』』：：pp.17pp.17--1818

● 旧観点９－１－① :「教育の状況について、活動の実態を示
すデータや資料を適切に収集し、蓄積しているか。」

（デ タや資料を収集 蓄積するのみでなく（データや資料を収集・蓄積するのみでなく、
分析、更に、改善・向上に結びつけるための
体制の整備と機能）

● 新観点８－１－①:「教育の取組状況や教育による学習成果

について自己点検 評価し 教育の質を保証すると共に 教について自己点検・評価し、教育の質を保証すると共に、教

育の質の改善・向上を図るための体制が整備され、機能し

ているか 」ているか。」

● 他の観点は 第１サイクルと同様● 他の観点は、第１サイクルと同様。
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＜基準８＜基準８ 教育の内部質保証システム＞教育の内部質保証システム＞＜基準８＜基準８ 教育の内部質保証システム＞教育の内部質保証システム＞
『『Q&AQ&A』』Q51Q51
●大学教育において保証されるべき質の対象としては，学

生，教育課程の内容・水準，教職員，教育・研究環境の
整備状況 管理運営方式など様々なものがありますが整備状況，管理運営方式など様々なものがありますが，
最終的に保証されるべきは，大学によって授与される
「学位」の質*であり，その保証については，第一義的に学位」 質 あり，そ 保証 ，第 義的
は，それぞれの大学が責任を持つべきものと考えられま
す。

学びの内容と水準＊ 学びの内容と水準
（中央教育審議会大学分科会『中長期的な大学教育のあり方に関す
る第二次報告』（平成21年8月）)

●それぞれの大学は，教育の取組状況や，大学の教育を
通じて学生が身に付けた学習成果について継続的に点
検・評価し 教育の質の改善・向上を図るための体制が検・評価し，教育の質の改善・向上を図るための体制が
整備され，機能していることが必要です。
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＜基準１０＜基準１０ 教育情報等の公表＞教育情報等の公表＞＜基準１０＜基準１０ 教育情報等の公表＞教育情報等の公表＞
『『大学機関別認証評価：大学評価基準大学機関別認証評価：大学評価基準』』:pp.21:pp.21--2222

● 新設／３つの観点

● 法令等により公表が義務づけられている情報● 法令等により公表が義務づけられている情報

―(1) 教育についての基本情報（学校教育法施行規則第
172条の2）172条の2）

―(2) 自己点検・評価の結果(学校教育法第109条第1
項）

―(3) 財務諸表等の情報（各大学を設置する法人に適用さ
れる関係法令 （『Q&A：66』参照））

（学校教育法第113条については、 『Q&A：65』参照）
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*****学校教育法施行規則第172条の２*****学校教育法施行規則第172条の２

（平成23年４月１日施行）*****

大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を
公表するものとする。

大学 教育研究上 目的に関する と
観点10-1-①

一 大学の教育研究上の目的に関すること

二 教育研究上の基本組織に関すること

組 並び 各 が有 学 び 績三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績
に関すること

四 入学者に関する受入方針及び入学者の数 収容定員及び

観点10-1-②：ＡＰ

四 入学者に関する受入方針及び入学者の数、収容定員及び
在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに進学者
数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること

五 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画
に関することに関すること
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*****学校教育法施行規則第172条の２

（平成23年４月１日施行）：続*****

六 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たつ
ての基準に関すること

七 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環
境に関すること

八 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関するこ
と

九 大学が行う学生 修学 進路選択及び心身 健康等 係九 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係
る支援に関すること

２ 大学は 前項各号に掲げる事項のほか 教育上の目的に応２ 大学は、前項各号に掲げる事項のほか、教育上の目的に応
じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に
公表するよう努めるものとする。 観点10-1-②：ＤＰ公表するよう努めるものとする。 観点10-1-②：ＤＰ
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大学機関別大学機関別選択評価選択評価大学機関別大学機関別選択評価選択評価

平成平成2424年度から新しくスタ ト！年度から新しくスタ ト！平成平成2424年度から新しくスタート！年度から新しくスタート！

『大学機関別選択評価：実施大綱』
『大学機関別選択評価 選択評価事項』『大学機関別選択評価：選択評価事項』

大学機関別選択評価とは大学機関別選択評価とは大学機関別選択評価とは大学機関別選択評価とは

●大学機関別選択評価は、機構が第１サイクル
において実施した選択的評価事項に関する評において実施した選択的評価事項に関する評
価を発展させたもの

● 大学機関別選択評価は、機構が定める選択
評価事項に 認証評価とは別に機構が評価事項について、認証評価とは別に機構が
独自に行う第三者評価として実施します。

―機構以外の認証評価機関による認証評価を受け，
大学機関別選択評価のみを機構に申請することが機 択 機構
可能

―毎年度の申請が可能

27

選択評価事項選択評価事項選択評価事項選択評価事項

● 選択評価事項 A : 研究活動の状況

● 選択評価事項 B : 地域貢献活動の状況● 選択評価事項 地域貢献活動の状況

*旧：「正規課程の学生以外に対す

る教育サービスの状況」）

● 選択評価事項 C 教育の国際化の状況● 選択評価事項 C : 教育の国際化の状況

* 平成25年度から 新たに追加。* 平成25年度から、新たに追加。
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“認証評価”“認証評価” と“選択評価”と“選択評価”認証評価認証評価 と 選択評価と 選択評価

社会貢献
（広義）

認証評価

（広義）

教育 選択C（教育の国際化）

社会貢献
研究

社会貢献
（狭義）

選択Ｂ（地域貢献）

研究

選択Ａ

 平成19年「学校教育法」改正：第83条2項「．．．．その成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与」
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選択評価事項選択評価事項AA
－－ 研究活動の状況研究活動の状況 －－

『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』

選択評価事項選択評価事項BB選択評価事項選択評価事項BB
－－ 地域貢献活動の状況地域貢献活動の状況 －－

『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』

別紙2（p.21～）

● 地域貢献活動の例
－ 正規課程の学生以外への教育サービス・学習機会の正規課程の学生以外への教育サ ビス 学習機会の

提供

－ 産業界との協力による地域産業の振興への寄与

－ 国・地方公共団体・民間団体との連携による地域社会
づくりへの参画

● 「地域 の範囲は 特に 限定しない● 「地域」の範囲は、特に、限定しない。

－大学の目的や状況に応じて適宜判断
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観点群観点群 BB 11 ① ④① ④観点群観点群 BB--11--①～④①～④

○ 各観点において“ＰＤＣＡ”の順に記述・分析。

－ 観点B-1-①“Ｐ”： 計画観点 ① 計画

－ 観点B-1-②“Ｄ”： 実施

－ 観点B-1-③“Ｃ”： 検証

－ 観点B-1-④“Ａ”： 改善の取組

○ 第１サイクルにおいて“Ｐ／Ｄ”が明確に区別されていない自己評価
書が少なからずあったので注意書が少なからずあったので注意。

○ 観点B-1-② 提出必須データ（新規）：各活動の実施状況が確認
できる資料（公開講座等の開催回数・参加者数、図書館の利用者数、企業と

（過去 年分の共同により開発された製品数、参画した審議回数・委員数等）（過去５年分
程度）
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選択評価事項選択評価事項CC選択評価事項選択評価事項CC
－－ 教育の国際化の状況教育の国際化の状況 －－

『大学機関別選択評価：自己評価実施要項』

○ 教育の国際化に向けた活動を、「国際的な教育環境の構築」、

「外国人学生の受入」、「国内学生の海外派遣」の３つの視点か

ら分析。

○ 教育の国際化に向けた活動例

「国際的な教育環境の構築」

－ 国際化に対応可能な組織体制の整備、教育内容・方法の国際化 等

「外国人学生の受入」外国人学 の受入」

－ 外国人学生の受入実績、教育課程編成・実施上の工夫 等

「国内学生の海外派遣」国内学生の海外派遣」

－ 国内学生の派遣実績、教育課程編成・実施上の工夫 等

35

観点群観点群 CC 11 ① ④① ④観点群観点群 CC--11--①～④①～④

○ 各観点において“ＰＤＣＡ”の順に記述・分析。

－ 観点C-1-①“Ｐ”： 計画

－ 観点C-1-②“Ｄ”： 実施

－ 観点C-1-③“Ｃ”： 検証

－ 観点C-1-④“Ａ”： 改善の取組

○ 自己評価書の作成に当たっては、「国際的な教育環境の構
築」、「外国人学生の受入」、「国内学生の海外派遣」の各項目
の流れがわかるように記載の流れがわかるように記載。
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観点群観点群 CC 11 ①～④（続）①～④（続）観点群観点群 CC--11--①～④（続）①～④（続）

○ 観点C-1-② 提出必須データ：

・外国人学生の受入の実施状況が確認できる資料

「外国人学生受入実績票」

・国内学生の海外派遣の実施状況が確認できる資料

「 海 遣「国内学生海外派遣実績票」

○ 観点C-1-③ 提出必須データ：

卒業（修了）の状況 単位修得 受講状況等が確認できる・卒業（修了）の状況、単位修得・受講状況等が確認できる

資料（過去３年分程度）

○ 観点C-1-④ 提出必須データ：○ 観点C 1 ④ 提出必須デ タ：

・大学機関別認証評価の自己評価書・評価報告書（直近

のもの）※提出部数は別途指示。
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選択評価事項選択評価事項 CC「「教育の国際化教育の国際化の状況の状況」」選択評価事項選択評価事項 CC「「教育の国際化教育の国際化の状況の状況」」

●目的の達成状況に加え 「国際的な教育環境の構●目的の達成状況に加え、「国際的な教育環境の構

築」、「外国人学生の受入」、「国内学生の海外派遣」

の各項目の水準を4段階で評価

一般的な水準から卓越している般的な水準 卓越 る

一般的な水準を上回っている

一般的な水準にある般 な水準 ある

一般的な水準を下回っている

● 『水準』については６月の説明会において説明

38

22)) 検証からの示唆検証からの示唆22) ) 検証からの示唆検証からの示唆
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自己評価を行ったことによる自己評価を行ったことによる自己評価を行ったことによる自己評価を行ったことによる
効果・影響効果・影響

自 評価を行う と 重 性が教職員 透 た

評価の考え方や評価方法に関する教職員の知識や技術

が向上した

学校全体 ジ 善 促進

個性的な取り組みを促進した

自己評価を行うことの重要性が教職員に浸透した

将来計画の策定に役立った

学校全体のマネジメントの改善を促進した

強くそう思う

どちらとも言えない

教育研究活動等を組織的に運営することの重要性が教

各教員の教育研究活動等に取り組む意識が向上した

教育研究活動等の改善を促進した

全くそう思わない

教育研究活動等について全般的に把握することができ

教育研究活動等の今後の課題を把握することができた

教育研究活動等を組織的に運営することの重要性が教

職員に浸透した

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育研究活動等について全般的に把握することができ

た



評価結果を受けたことによる評価結果を受けたことによる評価結果を受けた とによる評価結果を受けた とによる
今後の効果・影響今後の効果・影響

教職員に評価結果の内容が浸透する

評価の考え方や評価方法に関する教職員の知識や

技術が向上する

個性的な取り組みを促進する

自己評価を行うことの重要性が教職員に浸透する

将来計画の策定に役立つ

学校全体のマネジメントの改善を促進する 強くそう思う

どちらとも言えない

教育研究活動等を組織的に運営することの重要性

各教員の教育研究活動等に取り組む意識が向上す

る

教育研究活動等の改善を促進する
全くそう思わない

教育研究活動等について全般的に把握することが

できる

教育研究活動等の今後の課題を把握することがで

きる

が教職員に浸透する

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

できる

評価結果を受けたことによる評価結果を受けたことによる評価結果を受けた とによる評価結果を受けた とによる
今後の効果・影響今後の効果・影響

他大学の評価結果から優れた取り組みを参考に

する

学生の理解と支持が得られる

広く社会の理解と支持が得られる
強くそう思う

どちらとも言えない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育研究活動等の質が保証される

全くそう思わない

検証アンケート調査の概要検証アンケート調査の概要 金・齊藤・林金・齊藤・林(2009)(2009)

2005年 2006年 2007年 合計

年度別調査対象校

対象

2005年 2006年 2007年 合計

対象校 回答
(回収率) 対象校 回答

(回収率) 対象校 回答
(回収率) 対象校 回答

(回収率)

大学・短
期大学

6
(2)

5
(83.3%)

11
(1)

11
(100%)

40
(2)

38
(95%)

57
(5)

54
(94.7%)

高専
18 18

(100%)
18 18

(100%)
20 20

(100%)
56 56

(100%)

4 4 13 13 12 11 29 28法科
大学院

4 4
(100%)

13 13
(100%)

12 11
(91.7%)

29 28
(96.6%)

28 27 42 42 72 69 142 138
合計

28 27
(96.4%)

42 42
(100%)

72 69
(95.8)

142 138
(97.2%)

※大学 短期大学の評価対象校数のうち 括弧内は短期大学の内数
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※大学・短期大学の評価対象校数のうち、括弧内は短期大学の内数

2 3 4 5

学校学校種別による認識の種別による認識の差異差異
＜評価結果（評価報告書）＞2     3 4 5＜評価結果（評価報告書）＞

問5-1②改善に役立つ
• ほぼ全ての項目で平均3.5を上
回り 評価結果におおむね納得

問5-1①質の保証をするために
十分なものであった

②
（F値3.336*、法科大学院＜高専*）

問5 1④貴校の目的に適切

回り、評価結果におおむね納得

• 大学・短大、高専の平均は4.2前
後で高い

問5-1③社会の理解・支持を得る
ものであった

問5-1④貴校の目的に適切
（F値3.586*、法科大学院＜高専*

法科大学院＜大学・短大*）
問5-1⑤実態に即している
（F値4 942**、法科大学院＜高専*

後で高い

評価者と対象校の間での共通
理解の形成により 評価報告書の（F値4.942 、法科大学院＜高専

法科大学院＜大学・短大*）
問5-1⑥規模等の考慮があった
（F値2.732†、法科大学院＜高専*

問 ⑦新たな視点が得られた

理解の形成により、評価報告書の
内容にも納得できる

• 「新たな視点」：大学・短大が高専
問5-1⑦新たな視点が得られた
（F値4.226*、大学・短大＜高専*）

新 な視点」 大学 短大 高専
より有意に低い

第三者評価者から全く新たな視
点の指摘がなされる可能性は軽減

問5-1⑧構成および内容は分かり
やすい（F値3 255* 法科大学院＜高専*）

問5-1⑨総じて、内容は適切
（F値6.000*、法科大学院＜高専*）

点の指摘がなされる可能性は軽減やすい（F値3.255 、法科大学院＜高専 ）

問5-3①評価結果のマスメディア • 3程度の低い値（自由記述：評価

** p<.01,  * p<.05, † p<.101:全くそう思わない～3:どちらとも言えない～5：強くそう思う

問5 3①評価結果のマスメディア
等からの報道は適切

3程度の低い値（自由記述：評価
結果の悪い箇所に集中報道の傾向）
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学校学校種別による認識の種別による認識の差異差異
＜自己評価による効果･影響＞

2     3 4 5
＜自己評価による効果 影響＞

問6-1①教育研究活動等の全般
的な把握が可能 • 教育研究活動等の現状や課題把的な把握が可能 教育研究活動等の現状や課題把

握、改善促進：3.8以上の高い回答問6-1②教育研究活動等の今後
の課題把握が可能 • 他の項目は3.5～3.6程度

問6-1③組織的運営の重要性が
教職員に浸透

問6-1④各教員の教育や研究に

定められた評価基準・観点のもと
での自己評価によって課題把握し、問6 1④各教員の教育や研究に

取組む意識向上
での自己評価によって課題把握し、
改善に結びつけた対象校が多い

問6-1⑤教育研究活動等の
改善促進 意識改革は今後の課題（自由記述）

問6-1⑦マネジメントの改善促進
（F値6.701**、大学・短大＜高専*、

法科大学院＜高専*）

改善促進

• 高専が他の対象校に比べ有意に
高い問6-1⑧個性的な取組の促進

（F値2.733†、法科大学院＜高専*）

問6-1⑨自己評価の重要性が

高い

改善促進の意欲が高い

1:全くそう思わない～3:どちらとも言えない～5：強くそう思う ** p<.01,  * p<.05, † p<.10

問 ⑨自己評価の重要性が
教職員に浸透
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学校学校種別による認識の種別による認識の差異差異
＜評価結果による効果･影響＞

2     3 4 5
＜評価結果による効果 影響＞

問6-2①教育研究活動等の全般
的な把握が可能 • 自己評価による結果と似た傾向

問6-2③組織的運営の重要性が

的な把握が可能 自己評価による結果と似た傾向

• 現状や課題把握、改善促進に
おける高い評価

問6-2②教育研究活動等の今後
の課題把握が可能

問6 2③組織的運営の重要性が
教職員に浸透

問6-2④各教員の教育や研究に
取組む意識向上

おける高い評価

• マネジメント 個性的な取組促
問6-2⑤教育研究活動等の改善
促進（F値3.377*、法科大学院＜高専*）

問6-2⑦マネジメントの改善促進

マネジメント、個性的な取組促
進、

評価の重要性への認識、質保証
において高専が有意に高い（F値7.385**、大学・短大＜高専*、

法科大学院＜高専*）

問6-2⑧個性的な取組の促進
（F値5.011**、法科大学院＜高専*）

において高専が有意に高い
（自由記述：評価を通じて長所や

短所を把握でき、改善につなげて
る）

問6-2⑨重要性の浸透 （F値2.491†、
法科大学院＜高専*、大学・短大＜高専*）

問6-2⑫質が保証される（F値4.623*、

いる）

** p<.01,  * p<.05, † p<.10

問 ⑫質 保証
法科大学院＜高専*、大学・短大＜高専*）

1:全くそう思わない～3:どちらとも言えない～5：強くそう思う 46

学校種別による認識の差異学校種別による認識の差異((８８))
＜自己評価と評価結果での効果･影響＞＜自己評価と評価結果での効果 影響＞

大学・短大 高専 法科大学院

項目
平均値
の差

ｔ値
平均値の

差
ｔ値

平均
値の
差

ｔ値

①教育研究活動等の全
般的な把握が可能

-0.15 -2.06* -0.14 -1.93† -0.21 -2.27*

③組織的運営の重要性 0 24 2 75** 0.16 2.43* 0 18 1 72③組織的運営の重要性
が教職員に浸透

0.24 2.75 0.16 2.43 0.18 1.72

④各教員の教育や研究に
取組む意識向上

0.20 2.84** 0.13 2.18* 0.14 2.12*
取組む意識向上

⑦マネジメントの改善促進 0.26 3.24** 0.20 3.67** 0.14 1.69

⑧個性的な取組の促進 0.19 2.63* 0.18 2.46* -0.04 -0.24

** p<.01,  * p<.05, † p<.10

⑧個性的な取組の促進 0.19 2.63 0.04 0.24
⑨重要性の浸透 0.09 1.00 0.14 2.21* 0.11 1.00

• 教職員の意識変化を引き起こすには、学内での取組+外部からの指
摘が一つの圧力やインセンティブとして機能しうる
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評価の内部浸透段階の仮説評価の内部浸透段階の仮説

第1段階 第2段階 第3段階
対象校での
評価の内部
化の程度

第1段階 第2段階 第3段階
自己評価を通じて教育・
研究を改善する体制が
存在せず 組織として機

内部で常設の評価体制
が設置される。

評価が日常的な改善
体制と一体化する。

化の程度 存在せず、組織として機
能していない。
第三者評価を受けなけ
ればならないことが 教

第三者評価は、内部で
の自己評価や教育改善

日常的に教育・研究
活動の確認や修正が

第三者評価
の位置づけ

ればならないことが、教
育・研究について組織的
に考える初めての機会。

の自己評価や教育改善
を駆動させるための一つ
の外圧。

活動の確認や修正が
行われており、第三者
評価への対応は、そ
の総括や対外報告。の総括や対外報告。

評価基準として教育・研
究の運営で考慮すべき
項目が詳細に示されて

評価や改善を進める一
つの指針として評価基準
が詳細に定められている

全体的な状況につい
ては、大学内部の質
保 証 機 能 の 評 価 に

第三者評価
シ ス テ ム の

項目 詳細
いることが必要。自己評
価作業が不慣れで十分
ではないため、第三者と

詳細 定
必要はあるが、全ての内
容を根拠をもとに詳細に
確認して第三者評価を行

保 証 機 能 評 価
よって質保証を行う。
大学自身が詳細な評
価を行いたい高度な

あり方 しての評価者が長所・短
所を詳細に指摘する必
要がある。

う必要はない。内部質保
証体制が機能しているこ
とを評価することにより、

課題を設定し、専門知
識を有する外部評価
者によるコンサルテー

その構築を促進すること
に重点が置かれる。

ション的な第三者評価
を実施する必要。
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 対象校自身が満足できる自己評価を行う
⇒ 適切な現状把握 ⇒ 改善促進⇒ 適切な現状把握 ⇒ 改善促進

∴ 評価の効果は対象校自身の取組が重要

 評価結果後の改善は 評価結果後の改善は、
①評価報告書による現状把握、
②自己評価段階で既に改善された程度②自己評価段階で既に改善された程度、
③評価結果が一つの外圧やインセンティブ

として教職の意識変化を促している程度として教職の意識変化を促している程度、
が総合的に影響
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 大学等の質保証体制の状況を踏まえて、評
価システムも常に変化をして費用対効果を高価シ テ も常 変 を 費用対効果を高
める必要

 分野別評価は、教育研究内容の具体的な改
善につながる可能性がある反面 大学等と評善につながる可能性がある反面、大学等と評
価者との対立構造が生じないような方策が必
要要

評価基準の精緻さと評価対象の自由の確
保のバランスの検討保のバランスの検討

予備評価などによる基準への共通見解構
築の必要性築の必要性
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33)) 認証評価と機構の活用認証評価と機構の活用33) ) 認証評価と機構の活用認証評価と機構の活用
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個人的には・・個人的には・・個人的には・・個人的には・・

訪問調査”バックヤード”について

機構教職員・委員の基本的マインド

評価作業から学びうること評価作業から学びうること
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PDCAPDCAサイクルと認証評価サイクルと認証評価PDCAPDCAサイクルと認証評価サイクルと認証評価

自己評価，第三者自己評価，第三者
評価認証評価
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優れた点・改善を要する点優れた点・改善を要する点優れ 点 改善を要する点優れ 点 改善を要する点

第一サイクルの方針第一サイクルの方針

個性の伸長，優れた点を指摘
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リソ スとしての機構サイトリソ スとしての機構サイトリソースとしての機構サイトリソースとしての機構サイト

HTTP //WWWNIAD AC JP/HTTP://WWW.NIAD.AC.JP/

事業 研究などの出版物事業 研究などの出版物事業・研究などの出版物事業・研究などの出版物

HTTP://WWWNIAD AC JP/N SHUPPANHTTP://WWW.NIAD.AC.JP/N_SHUPPAN
/INDEX.HTML



国際連携 世界の質保証動向国際連携 世界の質保証動向国際連携，世界の質保証動向国際連携，世界の質保証動向

HTTP://WWWNIAD AC JP/N KOKUSAI/INDHTTP://WWW.NIAD.AC.JP/N_KOKUSAI/IND
EX.HTML

認証評価／選択評価は認証評価／選択評価は

機関と機関と機関機関

大学評価・学位授与機構との大学評価・学位授与機構との大学評価 学位授与機構との大学評価 学位授与機構との

信頼関係に基づく協同作業信頼関係に基づく協同作業信頼関係に基づく協同作業信頼関係に基づく協同作業

ありがとうございましたありがとうございましたありがとうございましたありがとうございました

お問い合わせ先 kurita@niad.ac.jp@ jp

【大学】daigaku@niad ac jp【大学】daigaku@niad.ac.jp

【高専】k 4@ i d j【高専】kousen4@niad.ac.jp

【法科】houka@niad.ac.jp
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